
事 業 報 告 

２０２４年４月１日から 

２０２５年３月３１日まで 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果

当事業年度における我が国経済は、地政学リスクの長期化やエネルギー価格の高止まり、円安の継

続等の課題を抱えつつも、個人消費や設備投資を中心とした内需の持ち直しにより、緩やかな回復基

調を維持しました。一方で、労働力不足や物価上昇等中堅・中小企業を取り巻く環境には依然として

不透明感が残りました。 

このような状況の中、当社は中堅・中小企業における自己資本の充実を促進し、その健全な成長発

展を図るため、積極的に投資活動を展開するとともに、投資先企業の様々な経営課題の解決に資する

成長支援活動に注力いたしました。 

当事業年度の主な事業実績は、以下のとおりです。 

投資事業におきましては、新規投資が２３件６億１千万円、再投資が１１件１億８千万円で、合計

３４件７億９千１百万円の投資を実行いたしました。その結果、当事業年度末における投資残高は  

１，２４７社５８９億９千万円となりました。また、投資先企業２社が新たに株式を上場いたしまし

た。 

成長支援事業におきましては、経営者への情報提供と相互交流の場として、年輪会総会・トップセ

ミナーをはじめ、地域別・課題別の各種交流会や工場見学会を開催いたしました。また、後継者・経

営幹部・新入社員等の階層別や職種別を中心とした各種研修については、内容の充実を図る他、引き

続きオンライン開催を積極的に実施することで利便性の向上を図り、西日本各地から多数の参加を得

ました。更に、投資先企業間のビジネスマッチングを推進するとともに、新卒採用ポータルサイトの

充実や大学での経営者講義・ＰＢＬ（プロジェクト型学習）における投資先企業の紹介といった産学

連携支援を強化する他、専門家による経営診断・課題整理支援や各種無料相談等多岐にわたる課題解

決支援にも継続して取り組んでまいりました。 

次に、当事業年度の業績は、以下のとおりです。 

収益面におきましては、投資先企業数が前事業年度より増加したことに加えて、投資先企業の業績

が引き続き回復基調にあったことから配当金収入が増加し、株式売却益は大幅に増加いたしました。 

費用面におきましては、一般管理費が前事業年度に比べ増加し、将来の投資損失に備えるための投

資損失引当金繰入額は減少いたしました。 

以上の結果、営業収益は８９億３千９百万円（前期比22.3％増）、経常利益は７１億５千５百万円

（前期比28.5％増）、当期純利益は５６億７千万円（前期比26.0％増）となりました。 
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（投資実績の推移）  （金額単位：百万円） 

区 分 
第 59 期 

(2022/3 期) 

第 60 期 

(2023/3 期) 

第 61 期

(2024/3 期) 

第 62 期 

(2025/3 期) 

設立以来の 

累 計 

新

規

投

資

株 式 
件数 39 44 27 22 1,683 

金額 987 1,424 892 594 56,444 

新株予約権付社債 
件数 - 5 1 1 618 

金額 - 111 40 16 27,321 

小 計 
件数 39 49 28 23 2,301 

金額 987 1,536 932 610 83,765 

再 投 資 
件数 21 16 8 11 743 

金額 288 197 118 180 13,119 

合 計 
件数 60 65 36 34 3,044 

金額 1,276 1,733 1,050 791 96,884 
（注）新株予約権付社債の「設立以来の累計」欄には、旧商法による転換社債及び新株引受権付社債を含んでおります。 

（投資残高の推移） 

区 分 

第 59 期末 

（2022/3 期末） 

第 60 期末 

（2023/3 期末） 

第 61 期末 

（2024/3 期末） 

第 62 期末 

（2025/3 期末） 

社 百万円 社 百万円 社 百万円 社 百万円 

株 式 1,180 55,122 1,217 57,044 1,236 61,139 1,241 58,845 

新 株 予 約 権 付 社 債 - - 5 111 6 149 6 145 

合 計 1,180 55,122 1,222 57,156 1,242 61,289 1,247 58,990 
（注） １．社数については、新株予約権付社債等引受先で新株予約権等を行使した場合には株式引受先企業として 

取り扱っております。 
 ２．金額については、投資損失引当金控除前の数字であります。 
 ３．時価会計の影響を考慮しない投資残高合計の推移は次のとおりであります。 

 第 59 期 39,670 百万円 第 60 期 41,161 百万円 第 61 期 41,742 百万円  第 62 期 41,956 百万円 

（２）対処すべき課題

 中堅・中小企業が抱える経営課題は、経営承継、人材の確保・育成、販路開拓、製品・サービスの

向上、デジタル技術の活用等ますます複雑化・多様化しております。加えて、エネルギーや原材料の

価格高騰、地政学リスクの高まり、トランプ米政権による相互関税措置の発動といった外部環境の大

きな変化に対しても、的確に経営判断を行っていく必要があります。

当社といたしましては、「お客様（活力ある中堅・中小企業）へのお役立ちを通じて社会に貢献す

る」との経営理念の下、中堅・中小企業の健全な成長発展に向けて、様々な課題・要望に迅速かつ適

切に対応すべく、支援体制の更なる強化・充実が重要であると認識しております。

投資事業につきましては、成長初期や業態転換期の企業から事業基盤を確立した企業まで幅広く支

援するため、自己資本の充実をはじめ、資金調達の多様化、対外信用力の向上、経営権の安定化、経

営承継の円滑化、経営の非同族化等各企業の状況に応じた適切な資本政策を提案してまいります。ま

た、金融機関や公認会計士・税理士等関係機関とのネットワーク拡充とともに成長支援施策に関する

情報発信を通じて、西日本各地での投資拡大を進めてまいります。

成長支援事業につきましては、「投資先企業の良き相談相手になる」ことを使命とし、各関係機関

や中小企業投資育成３社（東京・名古屋・大阪）の連携を深めながら地域・課題別の交流会やビジネ

スマッチングの推進に取り組むとともに、採用支援や産学連携支援、経営診断、専門家相談、後継者・

幹部育成研修等各企業の課題に応じた適切な支援を一層充実させてまいります。

株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げま

す。 
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（３）財産及び損益の状況の推移

区 分 
第 59 期 

（2022/3 期） 
第 60 期 

（2023/3 期） 
第 61 期 

（2024/3 期） 
第 62 期 

（2025/3 期） 

営業収益 （百万円） 8,723 4,686 7,312 8,939 

経常利益 （百万円） 7,166 3,206 5,568 7,155 

当期純利益 （百万円） 5,689 2,752 4,501 5,670 

１株当たり当期純利益 （円） 8,791 4,253 6,995 8,761 

総資産 （百万円） 78,491 79,698 92,284 92,746 

純資産 （百万円） 70,921 73,111 82,700 84,177 

（４）主要な事業内容

 当社は中小企業投資育成株式会社法に基づいて１９６３年１１月に設立され、中堅・中小企業が発

行する株式・新株予約権付社債の引受けや人材育成・ビジネスマッチング等各種成長支援を主要な事

業としております。 

 また、東京及び名古屋にも別法人の形態で中小企業投資育成株式会社がそれぞれ設立されており、

各々担当地域を定めて事業を行っております。当社の担当地域は、福井県・滋賀県・奈良県・和歌山

県以西の西日本全域となっております。 

（５）主要な事業所

本  社：大阪府大阪市北区中之島３丁目３番２３号 

九州支社：福岡県福岡市中央区天神２丁目１４番１３号 

（６）従業員の状況

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 

76 名（前期末比増減なし） 42 才 7 ヵ月 15 年 6 ヵ月 

（７）主要な借入先及び借入額

該当事項はありません。 

２．会社の株式に関する事項 

（１）株式の状況

発行可能株式総数 発行済株式の総数 株主数 

745,400 株 647,200 株 106 名 

（２）株主構成

株 主 名 株主数（名） 株式数 (株) 出資比率 (％) 

地方公共団体 26 90,600  14.00 

中小企業支援機関 2 34,000  5.25 

金融機関 66 410,800  63.47 

事業会社 11 91,800  14.18 

教育機関 1 20,000  3.09 

合 計 106 647,200  100.00   
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３．会社役員に関する事項 

取締役及び監査役の氏名等 

氏 名 地 位 担 当 重要な兼職の状況 

小 林 利 典 代表取締役社長 

馬 場 正 人 常務取締役 
業務第１部 
及び業務第２部担当 

仲 田 政 之 常務取締役 事業ソリューション部担当 

山 本 昌 範 常務取締役 
業務第３部 
及び九州支社担当 

菅  靖 二 取締役 総務企画部担当 

池 田 佳 子 取締役 関西大学国際部教授 

井 内 摂 男 取締役 大阪商工会議所専務理事 

寺 西 正 司 取締役 
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
名誉顧問 

宮 脇 誠 常勤監査役 

野 村 正 朗 監査役 学校法人帝塚山学院理事長 

服 部 博 明 監査役 
株式会社みなと銀行取締役
会長 

（注）１．取締役池田佳子、井内摂男、寺西正司の各氏は、会社法第 2 条第 15 号に定める社外取締役であります。 

 ２．監査役宮脇誠、野村正朗、服部博明の各氏は、会社法第 2 条第 16 号に定める社外監査役であります。 
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４．会計監査人に関する事項 

（１）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

（２）会計監査人に対する報酬等の額

区 分 支 払 額 

１. 
公認会計士法第２条第１項の業務の対価として当社が会計監査人
に支払うべき報酬等の合計額 

5,800 千円 

２. 公認会計士法第２条第１項の業務以外に係る報酬等の額 － 千円 

（３）会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項

当社の会計監査人は、２０２３年１２月２６日付で、金融庁より契約の新規の締結に関する業

務の停止３ヵ月（２０２４年１月１日から同年３月３１日まで。ただし、既に監査契約を締結し

ている被監査会社について、監査契約の期間更新や上場したことに伴う契約の新規の締結を除く。）

の処分を受けました。 

５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要及び当該体制の運用状況

の概要 

＜業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要＞ 

当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会

社の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統

制の基本方針を以下のとおり決議しております。 

○取締役及び使用人の職務が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、法令遵守が企業存続に不可欠なものであると認識しており、取締役及び使用人が公正で

高い倫理観に基づき行動するよう、種々の方法により、その徹底を図っている。 

また、法令遵守体制の一層の充実を図るため、社内規則により「コンプライアンス委員会」を設

置するとともに、法令・定款等に違反する行為が発生若しくはその虞がある場合には使用人等から

の相談や通報を受ける体制を整備している。 

暴力団等の反社会的勢力に対しては、不当・不法な要求を拒絶するとともに取引関係を含めた一

切の関係を遮断する。また、これら反社会的勢力に対しては、外部専門機関と連携の上、毅然とし

た態度で組織的に対応する。 

○取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る重要な書類については、「文書取扱規則」の規定に基づき、保存年限

を各々定めてこれを保存するとともに適切に管理している。 

○損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）投資事業におけるリスクについては、「投資の決定に関する規則」等の社内規則に基づき、リ

スク評価を行った上で、個別のリスク管理について常勤役員で構成する常務会で審議を行っ

ている。 

２）情報の漏洩等のリスクについては、「個人情報取扱規則」等の社内規則により、これを未然

に防止する体制を整えている。

３）不測の災害発生等のリスクについては、マニュアル等を定め、リスクの発生に備えている。
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○取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

意思決定機関として、原則として取締役会を月１回開催する他、常務会を毎週開催し、意思決定

の効率化・迅速化を図っている。 

また、中期経営計画を策定して全社的な目標を定めるとともに、その実現に向けた取り組みを明

確化し、かつ各事業年度において目標達成に向けた事業計画を策定している。各取締役はそれぞれ

担当する部門の効率化を図る等目標への取り組みに注力するとともに、上記機関が随時その進捗状

況をチェックしている。 

○監査役設置会社の体制

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、

当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項

監査役の監査業務を補助するため、監査役を補助すべき使用人を任命している。常勤監査役は、

この監査役を補助すべき使用人に対する人事考課・異動・懲戒について、取締役に意見を述べる

ことができる。また、監査役を補助すべき使用人が他の業務を兼務する場合は、監査役に係る業

務に優先して従事することとし、当該業務については取締役や所属部門長等の指揮命令を受けな

い。 

・取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する事項及び監査

役への報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するた

めの体制

監査役は社内における重要会議に出席し、代表取締役その他の取締役から業務執行状況の報告

を受けている他、適宜取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。 

当該報告を求められた者は、速やかに監査役に報告する。 

当社は、監査役への報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として一切の不利な取り

扱いをしない。 

・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について

生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は支出した費用等の償還、負担した債

務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行について生じたものでないことを

証明できる場合を除き、これに応じる。 

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士・公認会計士等外部の専門家に相談で

きる体制を確保している。 

また、監査役と代表取締役との意思疎通を図るため、定期的な意見交換会を開催する。 

＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞ 

当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適切

な運用に努めております。当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は、以下のとおりであります。 
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○取締役の職務の適正及び効率性の確保に関する事項

取締役会は社外取締役３名を含む取締役８名で構成され、監査役３名（いずれも社外監査役）も

出席しております。当事業年度においては、取締役会を１０回開催し、重要な意思決定の決議、職

務執行の状況報告等が行われ、監督がなされており、実効性が確保されております。 

○コンプライアンスに関する事項

当社の役員及び使用人に対し、コンプライアンス意識の向上に努めるため、定期的にコンプライ

アンス委員会を開催しております。また、「公益通報者保護規則」を整備し、組織的又は個人的な

法令違反行為等に関する相談や通報の適正な処理の仕組みを定めた上で内部通報窓口を開設し、問

題の早期発見・早期解決に取り組んでおります。 

当事業年度においては、外部専門家（臨床心理士）による全職員を対象としたカウンセリング制

度の充実及びハラスメント防止に関する研修の実施等を通じてメンタルヘルスケア及び各種ハラス

メント対策を推進するとともに、社内諸規則を整備することで職員が安心して働ける職場環境の構

築を進めました。 

○損失の危機管理に関する事項

投資事業におけるリスクについては、「投資の決定に関する規則」等に基づきリスク評価を行う

とともに、常務会における審議による個別のリスク評価を行っております。 

情報漏洩等のリスクについては、「個人情報取扱規則」等の社内諸規則を整備し、当該リスク発

生時に備えた体制を構築しております。 

不測の災害発生等のリスクについては、緊急対策委員会の設置等により対応する体制を構築して

おります。 

当事業年度においては、クラウドサービスを活用した業務統合システムの導入やネットワーク機

器の更新、セキュリティソフトの変更により情報セキュリティ体制を強化した他、近年増加してい

る標的型攻撃メールへの対処訓練等を通じて全役職員の情報セキュリティ意識の向上に努めました。 

○監査役監査に関する事項

監査役会は常勤監査役１名を含む社外監査役３名で構成されており、年５回の定例監査役会等に

おいて、監査方針や職務の分担に従い、監査に関する重要事項の報告、協議又は決議を行っており

ます。 

監査役は全員が取締役会に出席し、常勤監査役は常務会等の社内の重要会議にも出席して取締役

の業務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認しております。 

また、常勤監査役は役員及び使用人に対して個別のヒアリングを行う他、会計監査人とも情報交

換を行う等経営監視機能の強化及び向上に努めております。 

以 上 
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(単位：千円)

金　　額 金　　額

Ⅰ　流　動　資　産 12,325,821 Ⅰ　流　動　負　債 1,045,646

現 金 及 び 預 金 2,973,895 未 払 法 人 税 等 824,048

有 価 証 券 9,199,262 賞 与 引 当 金 120,919

未 収 入 還 付 税 金 4,480 役 員 賞 与 引 当 金 52,894

そ の 他 の 流 動 資 産 148,183 そ の 他 の 流 動 負 債 47,784

Ⅱ　固　定　資　産 80,420,504 Ⅱ　固　定　負　債 7,523,428

１ 有 形 固 定 資 産 79,898 繰 延 税 金 負 債 7,133,220

建 物 附 属 設 備 35,735 退 職 給 付 引 当 金 231,436

器 具 備 品 44,162 役 員 退 職 引 当 金 158,771

２ 無 形 固 定 資 産 213,541

ソ フ ト ウ ェ ア 213,157 8,569,075

電 話 加 入 権 383

３ 投資その他の資産 80,127,064

(1)投資育成有価証券 56,554,068 Ⅰ　株　主　資　本 68,066,690

投 資 育 成 株 式 58,845,437 １ 資　本　金 6,822,000

投資育成新株予約権付社債 145,394 ２ 利　益　剰　余　金 61,244,690

投 資 損 失 引 当 金 △2,436,763 (1)利益準備金 1,705,500

(2)その他の資産 23,572,995 (2)その他利益剰余金 59,539,190

投 資 有 価 証 券 21,113,351 配 当 平 準 積 立 金 2,500,000

長 期 金 銭 信 託 2,356,747 別 途 積 立 金 50,400,000

そ の 他 102,896 繰 越 利 益 剰 余 金 6,639,190

Ⅱ  評価・換算差額等 16,110,560

その他有価証券評価差額金 16,110,560

84,177,250

92,746,326 92,746,326

（注）　記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

大阪中小企業投資育成株式会社

貸　借　対　照　表

（２０２５年 ３ 月 ３１ 日現在）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

負 債 及 び 純 資 産 合 計

純　　資　　産　　合　　計

科 目 科 目

資　　産　　合　　計

負　　債　　合　　計

純　　資　　産　　の　　部
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(単位：千円)

営　　　業　　　収　　　益　

3,312,521

5,572,398

1,903

52,938 8,939,763

営　　　業　　　費　　　用

1,943,091

△ 22,474

48,877

174,631 2,144,125

営 業 利 益 6,795,638

営　　業　　外　　収　　益

326,138

34,346 360,485

営　　業　　外　　費　　用

1,011 1,011

経 常 利 益 7,155,111

特　　　別　　　利　　　益

31,758 31,758

税 引 前 当 期 純 利 益 7,186,869

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,533,894

法 人 税 等 調 整 額 △17,393 1,516,501

当 期 純 利 益 5,670,368

（注）　記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 損 失

大阪中小企業投資育成株式会社

損　益　計　算　書
２０２４年 ４ 月０１日 から

投 資 育 成 株 式 配 当 金

投 資 育 成 新 株 予約 権付 社債 利息

事 業 支 援 費 用

２０２５ 年 ３ 月３１日 まで

科 目 金 額

一 般 管 理 費

投 資 育 成 株 式 売 却 益

事 業 支 援 収 入

そ の 他 の 営 業 費 用

雑 収 入

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

有 価 証 券 売 却 益
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配当平準
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

２０２４年４月１日残高 6,822,000 1,705,500 2,500,000 46,300,000 5,457,142 55,962,642 62,784,642

事業年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － △388,320 △388,320 △388,320

別途積立金の積立 － － － 4,100,000 △4,100,000 － －

当期純利益 － － － － 5,670,368 5,670,368 5,670,368 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － 4,100,000 1,182,048 5,282,048 5,282,048 

２０２５年３月３１日残高 6,822,000 1,705,500 2,500,000 50,400,000 6,639,190 61,244,690 68,066,690 

２０２４年４月１日残高 82,700,176 

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △388,320

別途積立金の積立 －

当期純利益 5,670,368 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

２０２５年３月３１日残高

(注)記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

２０２４ 年 ４ 月１１日 から

２０２５ 年 ３ 月３１日 まで

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本
合計利益

準備金

純資産合計

84,177,250 16,110,560 

－

－

△3,804,973

19,915,533 

－

△3,804,973

△3,804,973

1,477,074 
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個 別 注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（その他有価証券）

市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産

定率法（ただし、2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物附属設備 8～18年 

器具備品 3～20年 

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度は該当ありませんでした。 

（２）投資損失引当金

投資育成有価証券の損失に備えるため、投資先企業の財政状態等を検討し、当社所定の基

準により計上しております。 

（３）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度の負担額を計上して

おります。 

（４）役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、当事業年度の負担額を計上してお

ります。 

（５）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

（６）役員退職引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、「役員退職慰労金支給規則」に基づく期末要支給額

を計上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

当社の主な収益は、中堅・中小企業が発行する株式の引受けにかかる受取配当金及び株式売却益と

なります。受取配当金については配当金の効力発生日、株式売却益については売買契約の締結をもっ

て収益を認識しております。その他の事業支援収入については業務が実施された時点で当社の履行義

務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

Ⅱ 会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

投資損失引当金 2,436,763 千円 

投資損失引当金は、当社規定の保有有価証券評価細則に基づき投資先企業の財政状態等を勘案し、

企業毎に見積っております。 

当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、翌事業年度の

計算書類において、投資損失引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

Ⅲ 貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額 182,607千円 

Ⅳ 損益計算書に関する注記

該当事項はありません。 

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） 647,200 － － 647,200 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高 

普通株式（株） － － － － 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額

決議 
株式の

種 類 

配当金の

総額(千円) 

配当の

原資 

1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2024 年 6 月 20 日 

定時株主総会 

普通

株式 
388,320 利益剰余金 600 2024 年 3 月 31 日 2024 年 6 月 21 日 
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（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2025 年 6 月 19 日開催予定の第 62 回定時株主総会決議による配当に関する事項 

決議 
株式の

種 類 

配当金の

総額(千円) 

配当の

原資 

1 株当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2025 年 6 月 19 日 

定時株主総会 

普通

株式 
388,320 利益剰余金 600 2025 年 3 月 31 日 2025 年 6 月 20 日 

Ⅵ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 

投資損失引当金 

投資育成有価証券評価損 

745,162 千円 

118,023 千円 

退職給付引当金 70,773 千円 

その他 161,188 千円 

小計 1,095,147 千円 

評価性引当額 △852,824 千円

繰延税金資産合計 242,322 千円 

繰延税金負債 
, 

その他有価証券評価差額金  7,364,142 千円 

その他 11,400 千円 

繰延税金負債合計 7,375,543 千円 

繰延税金負債の純額 7,133,220 千円 

Ⅶ 金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、中堅・中小企業に対する投資事業を行っており、余剰資金の運用については主として短期的

な金融商品により運用しております。資金調達については全て自己資金で賄い、金融機関からの借入はあ

りません。 

投資育成有価証券は、事業として取得した非上場株式等であり、投資回収が不能となるリスクに晒さ

れていますが、全投資先企業に対して、業況等の把握を行うとともに、取締役会等に定期的に報告してお

ります。 

有価証券は主として譲渡性預金等の流動性の高い短期金融商品であります。投資有価証券、長期金

銭信託の運用商品は主として株式であり、上場株式については毎月時価の把握を行っております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、現金及び預金（短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似）については、記載を省略

しております。 
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（単位：千円） 

（注１） 金融商品の時価等の評価技法（算定方法）は次のとおりであります。 

（１）有価証券

有価証券はすべて短期金融商品であり、これらの時価については、取引金融機関 

から提示された価格又は取引所の価格によっております。 

（２）投資育成有価証券

株式の時価については、取引所の価格によっております。社債の時価について

は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

いた現在価値によっております。 

（３）投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格によっております。 

（４）長期金銭信託

これらの時価については、取引金融機関から提示された価格又は取引所の価格に

よっております。 

（注２）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、上表には含まれ 

ておりません。 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

投資育成有価証券（非上場株式） 41,175,522 

投資有価証券 （非上場株式） 2,502 

 Ⅷ 収益認識に関する注記 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「 Ⅰ 重要な会計方針に係る 

事項に関する注記 ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。  

Ⅸ １株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 130,063円74銭 

２．１株当たり当期純利益 8,761円38銭 

Ⅹ 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。 

記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（１）有価証券

その他有価証券 9,199,262 9,199,262 － 

（２）投資育成有価証券

その他有価証券 17,815,309 17,815,309 － 

（３）投資有価証券

その他有価証券 21,110,849 21,110,849 － 

（４）長期金銭信託 2,356,747 2,356,747 － 
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